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要 旨

本研究の目的は小学生の基本属性や測定データから，下肢の柔軟性に与える要因を検討することである．
対象はA市内の小学校に通う 1～ 5年生の245名である．測定項目は身長，体重，しゃがみ込み動作，立位体

前屈であった．統計学的解析では立位体前屈による指尖の床接地の可否を下肢柔軟性の指標とし，上記 4つの
測定項目および学年，性別の影響について単変量解析を実施した．単変量解析にて有意であった項目を独立変
数，床接地の有無を従属変数とし，多重ロジスティック回帰分析を用いて床接地の有無に影響する要因を検討
した．床接地困難群は62名（25.3％）であった．単変量解析の結果，身長，体重，学年，性別で有意差を認めた．
多重ロジスティック回帰分析の結果，性別および身長が有意に関連する項目として抽出された．オッズ比（95％
信頼区間）は性別，身長の順に0.261（0.123－0.527），0.940（0.884－0.998），予測精度を示す判別的中率は78.8％
であった．下肢の柔軟性に影響を与える要因は性別と身長であった．予防の観点から身長の高い男児の柔軟性
には注意を払う必要があると考えられた．
キーワード：小学生，柔軟性，身体的要因，立位体前屈，多重ロジスティック回帰分析
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【目的】
近年，運動する子どもとしない子どもの二極化が
進み，過剰な運動による傷害あるいは運動不足によ
る体力低下が生じている．二極化は関節が思うよう
に動かない，あるいは筋肉に力が入りにくいという
「運動器機能不全」を引き起こすとされている1）．
子どもにおける運動器機能不全は幼稚園児，小学生，
中学生と高学年になるに従い増加する傾向にあ
る1）．片足立ちでふらついたり，しゃがみ込めな
かったり，体前屈で床に指を接地できなかったりす

る児童は少なくない．これらの項目が 1つでも困難
である児童生徒の割合は約40％存在することが報告
されている1）．運動器機能不全の存在は，子どもの
健常な発育・発達の妨げになったり，傷害発生の原
因になったりする可能性があるため，日頃から予防
に努めることが重要である．
宮﨑ら2）の調査においても，小学生の柔軟性低下
は顕著に認められ，立位体前屈によって指先が床に
接地できない児童は高学年ほど有意に多かった．柔
軟性低下に関連する要因にはスポーツ活動や性別，
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身長，体重などが挙げられている．我々は小学生を
対象に立位体前屈による柔軟性検査と学外での運動
活動との関連を調査した．その結果，継続した運動
活動の中止が，柔軟性低下を生じさせることを報告
した3）．しかし，本調査は柔軟性と運動活動との単
純比較であり，実際には柔軟性低下は他の要因も相
互に作用していると考えられる．柔軟性低下は骨端
症や腱炎，シンスプリントなど成長期に見られる運
動器障害の原因になるおそれがある4）．これらの
運動器障害は，長軸方向の成長に伴う相対的な筋腱
の短縮の結果，強い筋張力が発揮されたときの骨端
軟骨に対する過度な負担が要因の一つと考えられて
いる．柔軟性低下を引き起こす小学生児童の特性が
明らかになれば，このような障害の予防に寄与でき
ると考えられる．そこで本研究では，小学生を対象
に得られた測定データから下肢柔軟性に影響を与え
る要因について検討した．

【方法】
対象はA市内の小学校に通う小学 1～ 5年生の

245名（男児122名，女児123名）である（表 1）．こ
れらの対象者について身長，体重，しゃがみ込み動
作の可否，立位体前屈の可否について調査した．
しゃがみ込み動作および立位体前屈の検査は運動器
検診で実施する方法に準じた5）．
しゃがみ込み動作の検査では，まず両足部を肩幅
に開いた静止立位をとらせた．次いで，両肩関節を
約90°前方挙上させ，踵が床から離れないよう膝を

最大限屈曲させてしゃがみ込ませた．このとき，踵
が床から浮いたり，後方へ転倒したり，関節の屈曲
が不十分だったりした場合は，困難群に分類した．
立位体前屈の検査では，まず両足部を肩幅に開いた
静止立位をとらせた．次いで，反動をつけずに膝を
伸展したまま体幹を前屈させた．そのとき指先を床
に向かって伸ばしてもらい，床に接地するか否かを
観察した．指先が床に接地できた場合を可能群，で
きなかった場合を困難群に分類した．
統計学的解析では，立位体前屈での床接地の可否
に関する要因を検討するため，身長，体重について
床接地の可能群と困難群との間でMann-Whitney検
定を行った．また，しゃがみ込み動作の可否，学年，
性別については分割表を作成し，χ2検定および
Fisherの正確確率検定を行った．次いで，床接地の
可否に対する各要因の影響を検討するため，床接地
の可否を従属変数，単変量解析にて有意差を認めた
要因を独立変数として，AICのステップワイズ法に
よる多重ロジスティック回帰分析を実施した．この
時，多重共線性の影響を確認するため，相関係数お
よび連関係数を用いた検討を行い，係数の絶対値
｜ｒ｜が0.9以上となった場合は，臨床的に重要と考え
られる変数を採用して検討を行った．最後に，ロジ
スティック回帰分析にて抽出された比率尺度の変数
についてReceiver Operating Characteristic（ROC）
曲線を用いて解析し，カットオフ値，感度，特異度，
判別的中率を算出した．統計学的解析にはRコマン
ダー2.7-0（R4.0.2；CRAN，freeware）を使用し，危
険率 5％を有意水準とした．

【説明と同意】
本研究に先立って高知リハビリテーション学院倫
理委員会の承認を得た．また，検査の内容と意義，
研究の趣旨および目的を説明し，本人と保護者より
同意を得た後に測定を実施した．

【結果】
立位体前屈における床接地困難群は62名（25.3％）
であった（表 2）．単変量解析の結果，身長および体

表1 対象者の属性
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重は困難群で有意に高値を示した．学年は高学年ほ
ど困難群が有意に多く，性別では女児より男児で有
意に困難群が多かった．これらの変数を独立変数お
よび床接地の可否を従属変数として多重ロジス
ティック回帰分析を行った結果，性別および身長が
床接地の可否に有意に関連する項目として抽出され
た．オッズ比（95％信頼区間）は性別，身長の順に
0.261（0.123-0.527），0.940（0.884-0.998），予測精度
を示す判別的中率は78.8％であった．また，有意な
項目であった身長についてROC解析を実施した結
果，カットオフ値，感度，特異度，的中精度はそれ
ぞれ128.8cm，69.4％，67.8％，68.2％であった．

【考察】
本研究の結果，柔軟性に強い影響を及ぼしたのは
性別，身長であった．
柔軟性と性差との関係は，男女で骨格の形態の違
いや内分泌ホルモンの影響があるとされてい
る6-8）．また，柔軟性と身長との関係は，成長期に
おいて骨と筋腱の発達のアンバランスが生じた結

果，相対的な短縮が生じるとされている4）．これら
の要因によって，成長期の児童は柔軟性低下を引き
起こしやすい特性があると推察される．特に男子で
は女子よりも柔軟性低下を引き起こす可能性が高い
と考えられた．身長のカットオフ値128.8cmであっ
たが，学年と下肢柔軟性の間には有意な関係を見出
さなかった．身長のオッズ比は0.940であったが，こ
れは 1㎝の身長増加を基準としている．10㎝の身長
増加があれば，立位体前屈ができる確率は0.094倍と
なる．したがって，学年によらず高身長の男児では
柔軟性低下に注意を払う必要があるものと考えられ
た．
単変量解析の結果，しゃがみ込み動作の可否は，
立位体前屈の可否に関連していなかった．しゃがみ
込み動作には，足関節の背屈可動域が関与する．宮
﨑ら2）は，しゃがみ込み動作も高学年ほど困難にな
ると指摘しているが，動作困難であった 6 年生は
7.5%に過ぎなかった．一方，立位体前屈は 6年生の
41.9％の児童が困難であった．体幹の屈曲可動域や
Straight Leg Raisingの可動域など，より広範囲の柔

表2 単変量解析の結果

表3 多重ロジスティック回帰分析の結果
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軟性が求められる立位体前屈において成長の影響が
大きいものと推察された．
継続的・定期的な体操は，柔軟性や平衡感覚を向
上させたり，運動の中止が柔軟性低下を招いたりす
ることが，先行研究によって明らかにされてい
る3,9）．これらを踏まえると，成長期の児童では骨
端症や腱炎などを引き起こさないよう，大腿四頭筋，
ハムストリングス，下腿三頭筋などのストレッチに
よって障害予防を図ったり，体操やスポーツ活動な
どを継続的に実施したりすることが望ましいと考え
る．
本研究では下肢の柔軟性に影響する要因を横断的
に検討した．しかし，小学生児童は 6年間で大きく
成長する．長期間におよぶ変化あるいは異なる年代
から検討した場合，柔軟性に影響を与える要因は今
回と異なる可能性がある．また，本研究で見積もら
れた判別的中率，感度，特異度，的中精度は決して
高値を示さなかった．これは今回抽出された性別と
身長以外にも影響を与える要因が存在することを示
唆している．今後は柔軟性低下を引き起こす要因に
ついて，さらに検討を重ねていく必要がある．
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